
No1
● ○ ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ●都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名
商店街活性化総合支援事業（活性化
事業）

部課名 産業経済部産業振興課 課長名 岸
担当者名 荒城 内線 468

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

4,840 1,416 5,459

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　意欲ある商店会等が自主的に行う施設整備やＩＴ化、商店街キャラクターの作成等の活性化事業を企
画段階から実施に至るまで総合的に支援する。

対象者
等

区内商店街等及び商店街連合会

内容

【ソフト事業】ホームページ作成、ポイントカード導入、共同宅配事業 等
【ハード事業】街路灯整備･改修･撤去、カラー舗装、アーケード改修･撤去　等
・補助率 2/3 (法人化商店街実施 5/6) ・補助限度額 1億円(法人化商店街実施 1億2千5百万円)
※東京都新・元気を出せ！商店街事業費補助金の活用で、本補助金のうち1/2(法人化商店街実施時は
3/5)
  は東京都から歳入がある。
【環境配慮型事業】街路灯・アーケードランプのLED照明への交換事業のうち、東京都政策課題対応型商
店街事業の補助対象となった事業
 ・補助率1／10
【小額支援事業】ソフト事業・ハード事業のうち総事業費が100万円以下の事業
・補助率　8／9　　　　・補助限度額　88万8千円
※東京都新・元気を出せ！商店街事業費補助金の活用で、本補助金のうち5/8は東京都から歳入がある。

活力ある地域経済づくり

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 05

01-14-01 活性化事業

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 06-01-13 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 04 活気あふれる商店街づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅲ 産業革新都市

荒川区商店街活性化総合支援事業補助金交付
要綱終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 15

経過

○平成10年度　東京都「元気を出せ商店街事業」開始
○平成13年度　「商店街振興プラン」策定
○平成15年度　東京都「新・元気を出せ！商店街事業」開始、荒川区「商店街活性化総合支援事業」開
始
○平成23年度　環境配慮型商店街事業を追加（街路灯・アーケード等のランプのＬＥＤ照明への交換）
○平成25年度　要綱改正　特別支援対応事業の追加
○平成26年度　要綱改正　法人化商店街に対する補助の追加
○平成27年度　要綱改正　会則の規定、商店街多言語対応事業の規定の追加
○平成28年度　要綱改正　会則の規定、軽微な修正を実施
○平成29年度　要綱改正　政策課題対応型商店街事業の追加、その他補助金額等メニューの修正に対応

必要性

　商店街の施設整備、ＩＴ化等の活性化事業の実施は、区民の消費生活の安定、区内商業環境の発展、
ひいては、区の発展に資するものであり、これを支援する必要性は高い。

実施
方法

1直営

①事業認定②区補助金交付申請(商店街→区)③区補助金交付決定④都補助金交付申請(区→都)⑤都補助
金交付決定⑥実績報告(商店街→区)⑦区補助金額確定⑧実績報告(区→都)⑨都補助金

27年度 28年度 29年度

2,570 936 5,459
22,349 10,025 22,232 9,446
21,720 9,960 22,095 3,792

26年度

特別支援対応事業数

28年度 29年度

0

実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
活性化事業数 5 3 5 4 3 2 7

27年度

環境配慮型事業数 6 6 9 1 1 0 2
0 0 0 0

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

活性化事業
報償費 エキスパート派遣 184負担金補助等 活性化事業 2,570 負担金補助等 エキスパート派遣 936
負担金補助等 活性化事業 5,275

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 936 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

2 1

事業を実施した商店街数

事業を実施した商店街数

　活性化事業を企画・実施するための人材と財源が不足している商店街が多い。また、修繕等の経常的な
事業は補助対象外となっているため、多額の費用を要する大幅リニューアル等でない場合、補助を利用す
ることができない。
　にぎわいコーディネーター等を活用し、積極的に相談・支援を行う。

活性化事業実施件数 4 3

事業を実施した商店街数特別支援対応事業件数 0 0 0 0 0

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

指
　
　
　
　
標 環境配慮型事業実施件数 1 1

2 7 4

指標に関する説明

0 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

平成16年一定　区内の商業を活性化する方策について
平成17年三定　商店街活性化対策について
平成17年四定　商店街の振興策について
平成22年二定　商店街街路灯のLED化に対する区補助金の充実について

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

重点的に推進 重点的に推進

　意欲とやる気のある商店街等が、活性化を目的に自主的に取組む事業
を区が支援することにより、区内の商業環境や地域の発展を図るもので
あり、優先度は極めて高い。

0

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　当年度に実施する事業の課題・
効果等を商店街担当者と研究し、
効果的な補助金支出を実施してい
く。

　にぎわいコーディネータを商店街
へ派遣し、商店街からの要望を聞
き、次年度の計画作成支援を行っ
た。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　にぎわいコーディネーターによる
助言等を行いながら、商店街の声を
汲み取り、支援を行う。

行政費用合計(b) ‐ 2,927 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 2,927

‐ 0

‐

▲ 2,927

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 2,927

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 1,869

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
行政費用では、補助費等が計上されている。

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 122



No1
● ○ ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ●都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名
商店街活性化総合支援事業（イベン
ト推進事業）

部課名 産業経済部産業振興課 課長名 岸
担当者名 荒城 内線 468

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

24,651 22,532 26,252

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　商店街等のイベント事業に要する経費の一部を補助することにより、近隣消費者に親しまれる魅力あ
る商店街づくりを支援するとともに、地域の賑わい創出と発展を支援する。

対象者
等

区内商店街等及び商店街連合会

内容

・商店街等が実施するイベントに対し、補助金を交付
・補助率　2／3（区長が特に認めた事業の補助率は1／2）
　少額支援事業の場合 8／9
・補助限度額　600万円（区長が特に認めた事業の補助限度額は100万円）
　特別支援対応事業は88万円8千円
（補助対象経費100万円超・小額助成）　区1／3　都1／3　商店街1／3
（補助対象経費100万円未満）　　　　　区1／6　都1／2　商店街1／3
（少額支援事業）　　　　　　　　　　 区1／3　都5／9　商店街1／9

活力ある地域経済づくり

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 05

01-14-02 イベント推進事業

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 06-01-14 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 04 活気あふれる商店街づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅲ 産業革新都市

荒川区商店街活性化総合支援事業補助金交付
要綱終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 15

経過

○平成10年度 東京都「元気を出せ商店街事業」開始
○平成13年度 「商店街振興プラン」策定
○平成15年度 東京都「新・元気を出せ！商店街事業」開始、荒川区「商店街活性化総合支援事業」開始
○平成20年度 東京都 補助枠の新設：イベント事業は、1商店街あたり年度内2事業まで申請可能。複数
商
　　　　　　　　　　　　　　　　　店街による共催に限り、別カウントで1事業分の補助枠新設。
○平成24年度 東京都「新・元気を出せ商店街事業特別支援対応」開始、荒川区「特別支援対応事業」開
始
○平成25年度 東京都「特別支援事業」開始
○平成26年度 東京都 法人化商店街に関する規定を要綱に追加。法人商店街は、1か年度に3事業までイ
ベ
　　　　　　 ント申請可能。荒川区 「特別支援対応事業」を「小額支援事業」に名称変更。

必要性

　商店街のイベントは住民に親しまれる商店街づくりのために重要であり、これを支援することは区内
商店街の活性化につながるため必要性は高い。

実施
方法

1直営

①区補助金交付申請（商店街→区）②区補助金交付決定　③都補助金交付申請（区→都）④都補助金交
付決定⑤実績報告（商店街→区）⑥区補助金額確定　⑦実績報告（区→都）⑧都補助金額確定

27年度 28年度 29年度

16,110 16,539 26,252
20,670 18,950 19,129 24,219
13,805 15,732 15,274 13,868

26年度

28年度 29年度実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
イベント推進事業（件） 23 25 27 28 30 31 31

27年度

特別支援対応事業（件） 2 2 0 0 0 0

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

負担金補助等 イベント推進事業 26,252負担金補助等 イベント推進事業 16,110 負担金補助等 イベント推進事業 16,539

地域連携型商店街支援事業

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 10,132

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 16,539 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

31 40

　商店街の人材・財源不足により、効果的なイベント計画や遂行が困難となっており、にぎわいコーディ
ネーター等を活用した支援を促進する。

イベント実施商店街等数 16 17

イベント来場者数（人） 98620115100116000116000 123000

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

指
　
　
　
　
標 イベント事業数 28 30

17 17 17

指標に関する説明

0 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 10,132

勘定科目 28年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

推進 推進

　意欲とやる気のある商店街等が商店街活性化のために開催するイベン
ト事業を支援することにより、商店街の賑わい創出及び商店街と消費者
の交流を図ることができるため、優先度は高い。

31

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　新規実施イベントが増えたた
め、効果的なイベントとなるよう
引き続き計画策定等に係る支援を
行う。

　にぎわいコーディネータを派遣
し、効果的なイベント実施につい
て、助言を行った。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　継続的に実施しているイベントが
多いため、事業効果の見直し等を図
る。

行政費用合計(b) ‐ 21,516 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 11,384

‐ 0

‐

▲ 11,384

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 11,384

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 4,673

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
行政費用では、補助費等が主たる支出である。

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 304



No1
● ○ ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名
商店街活性化総合支援事業（特売奨
励事業）

部課名 産業経済部産業振興課 課長名 岸
担当者名 荒城 内線 468

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

4,000 4,000 4,000

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　商店街の特価販売事業に要する経費の一部を補助することにより、近隣消費者に親しまれる魅力ある
商店街づくりを支援するとともに、消費生活の安定、区内商業環境の健全な発展を図る。

対象者
等

荒川区商店街連合会

内容

・荒川区商店街連合会が奨励する商店街の特価販売事業（川の手スプリングセール）へ補助金を交付。
実施時期は4月。期間中各商店会で抽選券を配布し、川の手あらかわまつり(商業祭)で抽選会を実施す
る。
・補助金額400万円。補助金は宣伝費、印刷費、景品費、装飾費に充当される。
【実績】
23年度 (セール参加商店街数)20 (セール参加店舗数)  700(東日本大震災支援のﾊﾞｻﾞｰ,募金,寄付を実
施)
24年度 (セール参加商店街数)21 (セール参加店舗数)  659(東日本大震災支援のﾊﾞｻﾞｰ,募金,寄付を実
施)
25年度 (セール参加商店街数)19 (セール参加店舗数)  576
26年度 (セール参加商店街数)20 (セール参加店舗数)  574
27年度 (セール参加商店街数)19 (セール参加店舗数)　523

活力ある地域経済づくり

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 05

01-14-03 特売奨励事業

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 06-01-15 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 04 活気あふれる商店街づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅲ 産業革新都市

荒川区商店街活性化総合支援事業補助金交付
要綱終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 50

経過

　昭和50年から事業開始

必要性

　近隣消費者に親しまれる魅力ある商店街づくりに取り組む商店街連合会の特価販売事業は区内商店街
活性化に資するものである。これを支援することは区内消費生活の安定及び区内商業の発展につながる
ため必要性は高い。

実施
方法

1直営

①スプリングセール参加申込み　②補助金交付申請（区商連→区）③実績報告（商店街→区商連、区商
連→区）④区商連が各商店街へ補助金交付　⑤区補助金額確定

27年度 28年度 29年度

4,000 4,000 4,000
4,000 4,000 4,000 4,000
4,000 4,000 4,000 4,000

26年度

28年度 29年度実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
特売奨励事業 1 1 1 1 1 1 1

27年度

参加商店街数 20 21 19 20 19 19 17

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

負担金補助等 特売奨励事業 4,000負担金補助等 特売奨励事業 4,000 負担金補助等 特売奨励事業 4,000

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 4,000 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

　商店街の人材不足や事務負担等の増加により、参加する商店街及び個店数が減少している。

特売奨励事業（川の手スプリング
セール）参加商店街数

20 19

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

指
　
　
　
　
標

19 17 19

指標に関する説明

0 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

推進 推進

　区内の多くの商店街で一斉に開催される特売事業を支援することによ
り、消費生活の安定及び区内商業の発展を図ることができるため、優先
度は高い。

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　引き続き事業の周知を強化し、
参加商店数の増加を図る。

　参加商店数が増加するよう事業の
周知を図った。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　参加商店数が増加するよう引き続
き事業の周知を行う。

行政費用合計(b) ‐ 4,498 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 4,498

‐ 0

‐

▲ 4,498

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 4,498

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 467

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
行政費用では、補助費等が主たる支出である。

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 30



No1
● ○ ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 産業活性化事業
部課名 産業経済部産業振興課 課長名 岸
担当者名 荒城 内線 468

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

8,216 7,841 7,713

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

「にぎわいコーディネーター」を配置し、商店街振興・観光振興等を通じて、街のにぎわいを創出す
る。

対象者
等

商店街振興・観光振興等、街のにぎわいを創出することを目的とする団体

内容

　中小企業診断士等の資格を有し、商店街振興や地域のイベントの企画・実施の経験を有する専門家
が、以下の支援を行う。

１　商店街・個店への支援
　　商店街振興策・個店の経営改善・イベントの企画等に関する相談
　　各種補助制度の案内

２　観光振興
　　観光資源の発掘
　　観光振興に資する事業を行う各種団体等の活動支援
　　観光振興に関する相談受付

活力ある地域経済づくり

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 05

01-14-04 産業活性化事業

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 06-01-16 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 04 活気あふれる商店街づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅲ 産業革新都市

荒川区にぎわい創出事業補助金交付要綱
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 24

経過

平成24年度オクノテハロウィン
平成25年度オクノテハロウィン あらかわフードフェスティバル にっぽり炭坑節まつり 佐渡おけさ祭り
　　　　　南千住逸品弁当モニター
平成26年度オクノテハロウィン あらかわフードフェスティバル にっぽり炭坑節まつり
平成27年度オクノテハロウィン あらかわフードフェスティバル にっぽり炭坑節まつり 佐渡おけさ祭り
　　　　　熊野前イルミネーション点灯式
平成28年度日暮里中央通り周辺のイルミネーション設置事業 冠新道さくらまつり

必要性

　専門化のアドバイスをもとに、まちの賑わいを創出するために有効な事業である。

実施
方法

2一部委託

27年度 28年度 29年度

7,238 6,700 7,713
0 8,345 7,596 7,850
0 5,444 7,153 6,618

26年度

28年度 29年度実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
イベント補助（件） 1 5 3 5 4 2

27年度

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

旅費 近郊旅費 1 旅費 近郊旅費
報償費 コーディネーター報償費 5,633報償費 コーディネーター報償費 5,135 報償費 コーディネーター報償費

使用料等 会議室賃借料等 0 負担金補助等 にぎわい創出事業 1,541

5,158
1 旅費 近郊旅費 54

負担金補助等 にぎわい創出事業 2,102
需用費 参考図書購入費 21
使用料等 会議室賃借料等 5

にぎわい創出事業 2,000

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）

負担金補助等



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 6,699 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

　同じイベントに対し、３回までしか補助金を支出できないため、その後の支援ができない。

イベント等補助（件） 3 5

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 0 22 不明 0

指
　
　
　
　
標

2 2 4

指標に関する説明

0 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

23年度3月予算特別委員会　オクノテのような、商店街を超えた個店の活動をとりこんだらどうか。
23年度10月決算特別委員会 オクノテの尾久マルシェに補助金を出しているのか

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

重点的に推進 重点的に推進

　専門家のアドバイスをもとに、まちの賑わいを創出するために重要な
事業であり、当該事業の優先度は極めて高い。

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　イベント数が減ってしまったた
め、新たな事業の開拓を商店街と
模索していく。

　新規の事業が主であったため、効
果的なイベントとなるように支援を
した。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　継続的なイベント等が多いため、
実施内容の検討を行い、効果の高い
イベントを実施する。

行政費用合計(b) ‐ 7,694 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 7,694

‐ 0

‐

▲ 7,694

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 7,694

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 935

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
行政費用では、補助費等（コーディネーターに対する報償費）が主たる支出である。

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 61



No1
● ○ ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ○それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 商店街ルネッサンス推進本部事業
部課名 産業経済部産業振興課 課長名 岸
担当者名 三浦 内線 468

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

2,040 2,014 1,146

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　区民の消費生活の拠点であり、地域コミュニティの中心である区内商店街の活力を取り戻し、その復
興を図る。

対象者
等

区内の商店街及び商業者

内容

　区長を本部長とする「商店街ルネッサンス推進本部」を設置し、荒川区産業振興懇談会の意見に基づ
き立ち上げた「商店街ルネッサンス推進事業」を推進する（事業メニューは以下の通り）。
　1 商店街空き店舗活用イベント推進事業
　2 魅力ある店舗創出支援事業
　3 商店街連携支援事業
　4 街なか商店塾事業
　5 らく楽商店街モデル事業
　6 一店逸品運動推進事業
　※完了事業：空き店舗活用支援、消費者アンケート調査、大型店影響調査、
　　          商店街共同仕入れ調査、商店街AED配置

活力ある地域経済づくり

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 05

01-15-01 商店街ルネッサンス推進本部事業

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 06-01-17 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 04 活気あふれる商店街づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅲ 産業革新都市

荒川区商店街ルネッサンス推進本部設置要綱
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 19

経過

平成18年6月    :産業振興懇談会商業振興分科会設置
平成18年6～12月:第1～4回検討会
平成19年2月    :産業振興懇談会 報告書提出
平成19年7月25日:第1回ルネッサンス推進本部
（空き店舗活用支援事業、商店街ルネッサンス推進本部の設置）
平成19年8月8日 :第2回ルネッサンス推進本部
（魅力ある店舗創出支援、高齢者・子育て世代対策事例集作成、商店街サポーター制度構築）
平成24年度     :商店街空き店舗活用イベント推進事業、街なか商店塾、らく楽商店街モデル事業開始
平成25年度     :一店逸品運動開始

必要性

　商店街ルネッサンス推進事業を実施するにあたり、区が、一定の主導的役割を果たし、基本方針の決
定や全庁的な推進等について総合的な調整をできるよう推進本部の設置が必要である。

実施
方法

1直営

27年度 28年度 29年度

1,371 1,050 1,146
1,008 430 1,102 905
615 337 932 693

26年度

28年度 29年度実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

需用費 うちわ制作等 368 需用費 うちわ、ﾁﾗｼ制作等
旅費 商店街視察 365旅費 商店街視察 335

役務費 不動産鑑定評価 95 備品購入費 AED更新 766
284 需用費 うちわ制作等 481

工事請負費 商業施設屋根塗装工事 573
委託料 商業振興PRパンフ 300

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 0 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

　

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 0 22 不明 0

指
　
　
　
　
標

指標に関する説明

1,050 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

重点的に推進 重点的に推進

　商店街ルネッサンス推進事業は、庁内の横断的な取り組みを実施して
おり、当該事業の優先度は極めて高い。

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　商業振興施策に関するパンフ
レットを制作し、意欲ある個店へ
の支援を重点的に推進する。

　意欲ある個店への支援を積極的に
展開するとともに、既存事業を活用
し、商店街の活性化を図った。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　意欲ある個店への支援を充実する
とともに、既存事業の活用を推進
し、商店街の活性化に努める。

行政費用合計(b) ‐ 2,234 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 2,234

‐ 0

‐

▲ 2,234

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 2,234

減価償却費 ‐ 189 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 935

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
行政費用では、物件費（AED購入費、うちわ・チラシ制作費）が主たる支出である。

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 61



No1
● ○ ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名
商店街空き店舗活用イベント推進事
業

部課名 産業経済部産業振興課 課長名 岸
担当者名 須藤 内線 478

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

2,300 1,373 2,100

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　商店街の空き店舗対策を弾力的に実施するため、商店街が実施する空き店舗を活用した短期のイベン
ト開催を支援する。

対象者
等

　区内の商店街

内容

１　商店街が自ら空き店舗を借り上げ、年間3回以上イベントを実施する際に補助金を支出する。
　　　■店舗改装費　　補助率1/2、上限500千円（1回のみ）
　　　■イベント開催時の家賃　　補助率2/3、上限200千円
　　(H27年度まで下記経費についても補助を実施)
　　　■東日本大震災の被災地支援（風評被害含む。）も目的とする場合には、そのためにかかった経
費
　　　　　（広報費、運搬費、一般賃金等）について、200千円を限度に補助する
　　　　※1商店街1回限り
　　　　※東日本大震災の被災地：岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉
県
　　　　　　　　　　　　　　　　その他特に区長が認める地域

活力ある地域経済づくり

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 05

01-15-02 商店街空き店舗活用イベント推進事業

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 06-01-18 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 04 活気あふれる商店街づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅲ 産業革新都市

終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 24

経過

　旧商店街空き店舗活用支援事業にかわって、申請手続きを簡素化・迅速化した事業として開始した。

必要性

　商店街の集客力向上と賑わい創出を図るため、空き店舗活用支援策の必要性は高い。

実施
方法

2一部委託

　出店者と商店街との調整を専門のコンサルタントに委託する。

27年度 28年度 29年度

0 0 2,100
4,600 2,300 1,868

0 0 0

26年度

28年度 29年度実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
空き店舗活用イベント事業の実施 0 0 0 0 0 1

27年度

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

負担金補助等 店舗改装費等 0 負担金補助等 店舗改装費等
委託料 コーディネート委託 1,000委託料 コーディネート委託 0 委託料 コーディネート委託 0

0 負担金補助等 店舗改装費等 1,100

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 0 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

　中野、杉並、豊島、北、板橋、練馬、足立、江戸川、千代田、文京、台東、墨田、江東、品川
※ハッピーロード大山商店街(板橋区)　区の姉妹・友好都市の物産品ショップの開設（平成17年10月）

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

　商店街の空き店舗の解消を図るため、都の補助事業（新・元気を出せ！商店街事業費補助金※活性化事
業）の活用を含めた支援を推進する。併せて、出店希望者に向けた空き店舗情報の提供方法について検討
する。

イベント開催商店街数 0 0

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 14 8 不明 0

指
　
　
　
　
標

0 1 1

指標に関する説明

0 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

推進 推進

　商店街の空き店舗の解消を図るため、都の補助事業（新・元気を出
せ！商店街事業費補助金）の活用を含めた支援策を推進していく。

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　空き店舗の状況把握に努め、効
果的な事業実施を図る。

　商店街の空き店舗の解消を図るた
め都の補助事業を含む支援策の周知
を行った。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　昨年に引き続き、都の補助事業の
活用を含め、商店街を支援してい
く。

行政費用合計(b) ‐ 498 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 498

‐ 0

‐

▲ 498

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 498

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 467

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
行政費用では、補助費等が主たる支出となるが、平成28年度は実績がなかった。

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 30



No1
● ○ ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 商店街連携支援事業
部課名 産業経済部産業振興課 課長名 岸
担当者名 荒城 内線 468

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

663 1,000 800

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　荒川区内の商店街等が連携して実施するイベント事業に対し、必要な補助金を交付することにより、
商店街の連携を促進し、もって区内商店街の振興及び活性化に寄与することを目的とする。

対象者
等

区内商店街等

内容

　複数の商店街等で組織された団体が、同一年度内において複数回（連続する期間に行われる事業はそ
の全体を1回とする。）に分けて実施する一連のイベント事業について、その経費の一部を補助する。
（例）イベントの開催、セミナーの開催、売り出し等
・補助率　2／3　　限度額　200,000円×連携に参加する商店街数
 （ただし、1,000,000円まで）
・平成20年度　1件　「OK゙kom星の市」
・平成21年度　2件　「OK゙kom星の市」、「商店街の歌 しあわせ通り・普及活動」
・平成22年度　実施なし
・平成23年度　5件　「都電100周年記念商店街イベント」
・平成24～27年度　0件
・平成28年度　1件　「駅からハイキング」

活力ある地域経済づくり

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 05

01-15-04 商店街連携支援事業

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 06-01-20 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 04 活気あふれる商店街づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅲ 産業革新都市

荒川区商店街連携支援事業補助金交付要綱
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 20

経過

平成14年度　OK゙kom商店街活性化協議会の共同事業「星の市」実施
　　　　　（商店街活性化総合支援事業（イベント事業）で補助)
平成20年度　商店街連携支援事業開始
　　　　　（都の新･元気の要綱改正により、連続開催ではない「星の市」が補助対象外となったため）

必要性

　意欲ある複数の商店街によるイベント事業を支援し、商店街の連携を促進することは、区内商店街の
活性化につながるため必要性は高い。

実施
方法

1直営

①補助金交付申請　②補助金交付決定　③実績報告　④補助金額の確定

27年度 28年度 29年度

0 192 800
1,297 1,000 1,844 1,000
1,250 0 0 0

26年度

28年度 29年度実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
商店街連携支援事業 5 0 0 0 0 1 1

27年度

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

負担金補助等 連携支援事業 800負担金補助等 連携支援事業 0 負担金補助等 連携支援事業 192

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 192 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

目黒区「合同イベント支援」

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

　商店街連携支援事業を周知し、商店街の活性化につながる事業等の実施促進を行う。

商店街連携支援事業 0 0

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 1 21 不明 0

指
　
　
　
　
標

1 1 1

指標に関する説明

0 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

継続 継続

　複数の商店街の連携を支援することで、新たな事業展開が期待できる
ことから、継続実施していく。

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　連携事業の効果をＰＲし、当補
助金を活用してもらえるよう働き
かけを行う。

　イベント実施に向け補助要件等の
相談を受け、効果的なイベントとな
るよう支援した。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　具体的に当事業を使えそうなイベ
ントの実施を検討している商店街等
に積極的に働きかけを行う。

行政費用合計(b) ‐ 690 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 690

‐ 0

‐

▲ 690

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 690

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 467

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
行政費用では、補助費等が計上されている。

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 30



No1
● ○ ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 らく楽商店街モデル事業
部課名 産業経済部産業振興課 課長名 岸
担当者名 須藤 内線 478

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

10,384 9,044 8,132

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　商店街に、宅配サービス機能・お休み処機能・交流機能・情報発信機能を併せ持つ施設をモデル的に
整備し、商店街振興と地域コミュニティの活性化を図る。

対象者
等

　商店街利用者・地域住民

内容

(1) 宅配サービスの実施
　　商店街で買い物をした方の荷物を、商店街に常駐するスタッフが、随時自宅まで届ける。
　　　※配達までの流れ　①利用者は、商品を購入した店で配達を依頼
　　　　　　　　　　　　②販売店は、商店街事務所に常駐するスタッフに配達を依頼
　　　　　　　　　　　　③スタッフは即日集荷し、自宅まで配達
(2) お休み処の設置　　休憩等スペースやトイレの提供、商店街の名品等の展示・販売を行う。
(3) 交流の促進　　　　地域住民等が企画・参加する、ミニイベント・展示会・バザー等を開催する。
(4) 情報の発信　　　　観光情報をはじめとする区政情報や、地域独自の情報を提供する。

活力ある地域経済づくり

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 05

01-15-06 らく楽商店街モデル事業

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 06-01-22 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 04 活気あふれる商店街づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅲ 産業革新都市

荒川区らく楽商店街モデル事業補助金交付要
綱終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 24

経過

【べるぽうと汐入商店街】※事業開始：平成24年10月1日～
　　宅配日時　：午前10時～午後7時 ※年末年始は休み
　　利用料金　：無料
　　利用対象者：高齢者・妊婦・障がい者等の自分で荷物を運ぶことが困難な方
　　宅配員　　：2名
【おぐぎんざ商店街】※事業開始：平成25年 9月7日～
　　宅配日時　：月曜日～土曜日　13時～20時
　　利用料金　：無料
　　利用対象者：高齢者・妊婦・障がい者等の自分で荷物を運ぶことが困難な方
　　宅配員　　：2名

必要性

　買い物弱者の支援として必要性は高い。

実施
方法

1直営

べるぽうと：24年10月～25年9月まで商店街へ委託(都緊急雇用創出事業臨時特例補助金を活用※補助率
10/10)、10月から区補助事業として実施。おぐぎんざ：区補助事業として実施

27年度 28年度 29年度

8,343 7,286 8,132
7,000 10,928 15,866
3,281 6,546 7,355

26年度

おぐぎんざ宅配実績(1日平均件数)

28年度 29年度

- 11.2

実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
実施商店街 1 2 2 2 2 2

27年度

べるぽうと宅配実績(1日平均件数) 6.1 16.9 20.1 20.9 18.0 20.0
12.7 14.6 15.7 16.0

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

負担金補助等 モデル事業補助金 8,132負担金補助等 モデル事業補助金 8,343 負担金補助等 モデル事業補助金 7,286

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 7,286 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

　文京区、足立区

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

20.0 25.0

　商店街での事業効果の検証結果から、事業の効果的な実施について検討する。

モデル事業の実施商店街数 2 2

おぐぎんざ商店街（利用者数1日
平均）

12.7 14.6 15.7 16.0 20.0

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 2 20 不明 0

指
　
　
　
　
標

べるぽうと汐入商店街（利用者数
1日平均）

20.1 20.9

2 2 2

指標に関する説明

0 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

継続 継続

　商店街と緊密に連携を取りながら、事業を継続実施していく。

18.0

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　29年度も引続き効果的・効率的
な運用を図る。

　人件費等を見直し、より効果的・
効率的な事業実施に努めた。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　前年度商店街と調整した結果に基
づき、効果的・効率的に事業を実施
する。

行政費用合計(b) ‐ 10,272 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 10,272

‐ 0

‐

▲ 10,272

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 10,272

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 2,804

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
行政費用では、補助費等が主たる支出である。

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 183



No1
● ○ ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名
商店街連合会補助（ﾌﾟﾚﾐｱﾑ付き区内
共通お買い物券）

部課名 産業経済部産業振興課 課長名 岸
担当者名 荒城 内線 468

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

47,345 18,028 18,259

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　荒川区商店街連合会が実施する商業振興事業に対し助成することにより、商店街及び各商店の健全な
発展を図り、もって、区民生活の安定と地域コミュニティの醸成を図る。

対象者
等

荒川区商店街連合会

内容

１　商店街連合会補助
　（１）区商連ニュース発行
　　　①編集費、印刷費用の経費に対する補助　②年4回（5月、8月、11月、2月）各3,000部発行
　（２）商業感謝まつり
　　　①年末売出しに係る経費に対し補助 　②抽選会景品に係る経費に対し補助　③補助率1／2
　　　④限度額　予算の範囲
２　プレミアム付きお買い物券支援事業
　　　①プレミアム率10％　②発行単位 1組＝1万1千円(額面500円×22枚)　③使用期限 発行日から6か
月
      ④販売窓口 区内の各商店街に設置　⑤販売条件 1人につき5組まで　⑥取扱店舗 約887店
      ⑦区の補助　プレミアム相当分10/10、発行事務費2/3
　　　※第9弾発行分はプレミアム率20％、発行単位1組＝1万2千円（500円×24枚）

活力ある地域経済づくり

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 05

01-16-01 商店街連合会補助

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 06-01-24 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 04 活気あふれる商店街づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅲ 産業革新都市

荒川区ﾌﾟﾚﾐｱﾑ付き区内共通お買い物券発行事
業費補助金交付要綱等終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 43

経過

平成13年度　 荒川区商店街連合会創立50周年事業「あらかわｼｮｯﾌﾟｶﾞｲﾄﾞ」 発行事業に対して補助
平成21～25年度　プレミアム付きお買い物券発行支援補助金を計上
平成23年度　 荒川区商店街連合会創立60周年事業「あらかわｼｮｯﾌﾟｶﾞｲﾄﾞ」 発行事業に対して補助
平成26年度　 6月1日に第7弾、11月30日に第8弾プレミアム付き区内共通お買い物券販売
平成27年度　 5月31日に第9弾プレミアム付き区内共通お買い物券販売
　　　　　　地域消費喚起・生活支援の一環として創設された「地域生活等緊急支援のための交付金」
を
            活用し、20パーセントのプレミアム率の付いた区内共通お買い物券を販売。11月29日に第
10
            弾プレミアム付き区内共通お買い物券販売。
平成28年度　11月27日に第11弾プレミアム付き区内共通お買い物券販売

必要性

　荒川区商店街連合会による各商店街への情報提供、商店街同士の連携促進、各商店街への指導・啓発
等を区が支援することにより、区内商店街の発展が期待できるため、必要性は高い。

実施
方法

1直営

１商店街連合会補助　①補助金交付申請　②補助金交付決定　③実績報告　④補助金額確定
２プレミアム付きお買い物券支援事業　商連がプレミアム付商品券を発行する際に、区が補助する。

27年度 28年度 29年度

44,631 16,251 18,259
19,054 16,657 16,582 22,494
17,504 16,465 14,992 20,264

26年度

商業感謝まつり参加店舗数

28年度 29年度

877 791 697

実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
区商連ﾆｭｰｽ（3,000部×4回発行） 1 1 1 1 １ １

27年度

商業感謝まつり参加商店街数 24 22 21 21 21 22
694 686 　637

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

プレミアム付きお買物券支援事業 44,631 プレミアム付きお買物券支援事業

負担金補助等 商店街連合会補助 16,581負担金補助等 商店街連合会補助 5,510 負担金補助等 商店街連合会補助 5,510
10,741 プレミアム付きお買物券支援事業

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 16,251 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

平成26年度プレミアム商品券発行状況

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

　事業効果を把握・分析し、お買物券取扱い店舗を増やす等の効果的な実施方法を検討する。

プレミアムお買い物券取扱店舗数 938 920

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 10 12 不明 0

指
　
　
　
　
標

920 887 1000

指標に関する説明

0 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

推進 推進

　区内商店街等で組織された団体の事業を支援することは、商店街の活
性化及び区民生活の安定にとって重要であり、優先度は高い。

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　アンケート調査を継続し、状況
把握に努める。また、個店PRチラ
シの効果を周知し、個店活性化、
商店街のにぎわいにつなげる。

　今年度もアンケート調査を実施
し、商店街の声を汲み取り、運用の
改善に努めた。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　アンケートの実施を引き続き行
い、状況把握を行う。また、実施方
法等の検討を行い、より効果的な運
用に努める。

行政費用合計(b) ‐ 19,735 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 19,735

‐ 0

‐

▲ 19,735

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 19,735

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 3,271

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
行政費用では、プレミアム商品券発行に係る補助費等が主たる支出である。

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 213



No1
● ○ ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名
日暮里繊維街活性化支援事業
(ファッションショー）

部課名 産業経済部産業振興課 課長名 岸
担当者名 須藤 内線 478

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

15,570 12,547 12,547

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

・繊維/ファッション業界を担う人材育成に寄与するとともに、業界への日暮里繊維街の浸透を図る。
・交流都市である中国大連市(中山区)との交流を促進する。

対象者
等

ファッションデザインコンテスト:全国の服飾関連学校の学生・関係者等

内容

日暮里繊維街活性化ﾌｧｯｼｮﾝｼｮｰの開催
①日暮里ﾃﾞｻﾞｲﾝｺﾝﾃｽﾄ
　全国の服飾専門学校の学生等からﾃﾞｻﾞｲﾝ画を募集し、ﾃﾞｻﾞｲﾝ画による一次審査により40点の入選
　作品を選出する。入選作品の中からﾌｧｯｼｮﾝｼｮｰ形式にて入賞作品を選出する。
　　ｸﾞﾗﾝﾌﾟﾘ(経済産業大臣賞)-賞金30万円、荒川区長賞-賞金20万円、中小機構理事長賞-賞金20万円
　　東京都産業労働局長賞-賞金10万円、東京商工会議所荒川支部会長賞-賞金10万円
　　(公財)荒川区芸術文化振興財団理事長賞-賞金10万円、
　　東京日暮里繊維卸協同組合理事長賞-賞金10万円、その他協賛企業賞(点数未定)-協賛企業提供品
②大連ｺﾚｸｼｮﾝ・ｲﾝ・日暮里：中国のﾌｧｯｼｮﾝ基地である大連市からﾓﾃﾞﾙを招聘してﾌｧｯｼｮﾝｼｮｰを開催する。
③大連国際ﾌｧｯｼｮﾝ祭への参加（22年度）：日暮里ﾌｧｯｼｮﾝｼｮｰの授賞作品等を、大連のﾌｧｯｼｮﾝｼｮｰで披露。

活力ある地域経済づくり

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 05

01-17-01 日暮里繊維街活性化支援事業費

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 06-01-25 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 04 活気あふれる商店街づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅲ 産業革新都市

日暮里繊維街活性化ﾌｧｯｼｮﾝｼｮｰ開催補助金交付
要綱終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 18

経過

ニポコレデザインコンテスト：平成10～14年 東京ビッグサイト(ﾃﾞｻﾞｲﾝﾌｪｽﾀ)、デザインコンテスト
　　　　　　　　　　　　　　主催：東京日暮里繊維卸協同組合
あらかわﾌｧｯｼｮﾝｷﾞｬｻﾞﾘﾝｸﾞ　 ：平成元～14年 日暮里サニーホール、服飾学校の学生の作品発表
　　　　　　　　　　　　　　主催：区、東京日暮里繊維卸協同組合、東京都服飾学校協会、
                                  東京商工会議所荒川支部、ACC
あらかわﾌｧｯｼｮﾝﾄﾞﾘｰﾑ　　　 ：平成16年～18年 ムーブ町屋、服飾学校の学生の作品発表
　　　　　　　　　　　      主催：東京都服飾専門学校、ACC
日暮里コレクション　 　　 ：平成18年～　日暮里サニーホール　服飾学校等の作品のコンテスト
                            主催：ファッションショー実行委員会、荒川区
10周年記念企画(平成27年)　：中国観光局の協力によるエキシビション、協賛企業賞の設置（平成29年
　　　　　　　　　　　　　　度も継続）、東京日暮里繊維卸協同組合オリジナルキャラクターの発表

必要性

　「繊維の街・ﾌｧｯｼｮﾝの街」日暮里の定着を図り、日暮里繊維街や地域の集客力及び賑わいの向上を図
るため、必要である。

実施
方法

1直営

　日暮里繊維街活性化ファッションショー実行委員会を結成し、区との共催で開催（事務局は産業振興
課）

27年度 28年度 29年度

14,723 12,387 12,547
13,566 13,126 12,547 12,547
11,812 9,120 11,769 12,003

26年度

28年度 29年度実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
コンテスト応募件数 1459 1807 1607 1732 1916 1,779 1,800

27年度

ファッションショー来場者数 456 471 388 520 505 478 500

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

負担金補助等 実行委員会補助 12,547負担金補助等 実行委員会補助 14,723 負担金補助等 実行委員会補助 12,387

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 12,387 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

・東京日暮里繊維卸協同組合等の関係団体と緊密に連携し,より望ましい事業の実施について検討する。
・服飾専門学校が全国的に減ってきており、コンテスト応募数の確保が課題となっている。

コンテスト応募件数 1732 1916

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 0 22 不明 0

指
　
　
　
　
標

1779 1800 1800

指標に関する説明

0 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

重点的に推進 重点的に推進

　全国有数の繊維関連品の集積地である日暮里を繊維の街・ファッショ
ンの街として全国にPRし、その活性化を図るための施策として優先度は
極めて高い。

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　引き続き事業のPRに努め、日暮
里繊維街の認知度向上及びにぎわ
いの創出を図る。

　区報、HP、チラシ等による周知を
行うとともに、雑誌、新聞等のメ
ディアで取り上げられることで、日
暮里繊維街の認知度向上を図った。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　昨年に引き続き、ファッション
ショーのPRを強化し、日暮里繊維街
の賑わい向上を図る。

行政費用合計(b) ‐ 21,346 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 21,346

‐ 0

‐

▲ 21,346

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 21,346

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 8,412

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
行政費用では、補助費等が主たる支出である。

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 548



No1
○ ● ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 大型店対策事業
部課名 産業経済部産業振興課 課長名 岸
担当者名 高橋 内線 468

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

0 0 0

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　大規模商業施設（店舗面積500㎡超）の出店や深夜営業が周辺環境に与える影響を事前に把握し、周辺
住民とのトラブルを未然に防ぐことを目的とした手続きを定め、地域環境の保全を図る。

対象者
等

・店舗面積500㎡超の大型商業施設の設置者（1,000㎡超は大規模小売店舗立地法の対象）
・営業面積が500㎡超で午後11時～午前6時までの間に営業を行う商業施設の設置者

内容

・設置者に環境影響説明書を提出させこれを2週間公開し、区民から意見を徴する。
（・交通協議：警察、出店者、都、区(道路管理者)　※立地法該当時のみ）
・区主催の地域関係者会議及び設置者主催の住民説明会により地域住民の意見を徴する。
・庁内の関係部署から意見を徴する。
・上記意見を基に協議事項をまとめた協議書を作成して設置者に通知しその回答を受理する。
・協議結果を2週間公開する。
【要綱対象店舗・営業開始日】ﾘｰﾃﾞﾝｽﾀﾜｰ(H13.6)、LaLaﾃﾗｽ(H16.4)、ｳｪﾙｼｯﾌﾟ(H16.4)、ﾏｰｸｽﾀﾜｰ(18.4)、
ﾎｰﾑﾋﾟｯｸ熊野前店(H19.4)、ﾕｰﾀｶﾗﾔ(H19.7)、ひぐらしの里(西地区H20.4・中央地区H20.4・北地区
H21.11)、鈴木酒販ﾋﾞﾙ(H20.9)、くすりの福太郎南千住店(H21.7)、ｽｰﾊﾟｰﾊﾞﾘｭｰ(H21.10)、南千住西口駅
前再開発(H22.2)、ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ西尾久店(H22.4)、ﾗｲﾌ南千住店(H22.10)、ﾄﾞﾝｷﾎｰﾃ町屋店等(深夜営業開始
H23.12)、ｽｰﾊﾟｰﾊﾞﾘｭｰ西尾久店(H24.3)、三河島駅前南口再開発(H26.10)、ﾛｲﾔﾙﾎｰﾑｾﾝﾀｰ南千住(H28.5)

活力ある地域経済づくり

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 05

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 06-01-26 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 04 活気あふれる商店街づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅲ 産業革新都市

大規模商業施設の出店に伴う地域環境保全の
ための要綱等終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 9

経過

S49.3.1　大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整に関する法律（大店法）施行
H 9.9.1　荒川区大規模商業施設の出店に伴う地域環境保全のための要綱（出店要綱）施行
H12.6.1　大規模小売店舗立地法(大店立地法)施行（1000㎡超が対象）
H12.6.1　荒川区出店要綱を改正　※大店立地法と合わせて対象を全商業施設に改正
H13.5.1　荒川区商業施設の深夜営業に関わる地域環境保全のための要綱（深夜要綱）施行
H15.1.6　出店要綱および深夜要綱を改正 ※届出義務を大店立地法届出の4か月前＝開店の12か月前へ改
正
H18.9.25 出店要綱および深夜要綱を改正 ※住民説明会の開催、届出事項の変更、施設廃止の届出等に
関する項目を追加
H22.3.30 出店要綱および深夜要綱を改正 ※設置者による届出事項に「地域貢献に関すること」を追加
H27.2.16 出店要綱および深夜要綱を改正 ※本要綱施行前に既に営業していた大規模小売店舗について
本要綱の対象とする規定を追加

必要性

　

実施
方法

1直営

①環境影響説明書受理(開店12か月前迄)→縦覧　②地域関係者会議開催,庁内関係部署照会　③住民説明
会　④協議書提出　⑤協議事項回答受理→縦覧

27年度 28年度 29年度

0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

26年度

28年度 29年度実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
地域関係者会議（協議件数） 2 0 1 0 4 0

27年度

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 0 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

　未実施区：千代田区、中央区、港区、台東区、板橋区

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

　

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 17 5 不明 0

指
　
　
　
　
標

指標に関する説明

0 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

Ｈ１９二定　大型店の立地を規制する地域商店街を未来に残すまちづくり条例について
Ｈ２０決算に関する特別委員会　大型店と商店街の活性化について
Ｈ２２一定　大型店の出店への対応について、大型店の出店と商店街振興について
Ｈ２２四定　大型店の出店調整について
Ｈ２３予算に関する特別委員会　大型店が増加する中で、区内商店街の維持について

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

推進 推進

　大規模商業施設の出店等による影響を事前に把握し、地域環境の保全
を図る事業として推進していく。

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　　

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　

行政費用合計(b) ‐ 995 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 995

‐ 0

‐

▲ 995

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 995

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 935

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
行政費用について、給与関係費等を除き、特段の支出が生じる事業ではない。

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 61



No1
● ○ ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
●有○無
□法令基準内 □都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 商業事業者訪問支援事業
部課名 産業経済部産業振興課 課長名 岸
担当者名 三浦 内線 468

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

‐ ‐ -

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　中小企業診断士の資格を有する専門家が商業事業者を個別訪問し、経営状況等の聞き取り調査や経営
相談に対応する。調査結果は、商業振興施策の立案・実施に活用する。

対象者
等

荒川区商店街連合会加盟会員
※対象事業所：1,761事業所、小売業…約6割、飲食業…約2割、サービス業等…約2割

内容

　行政による専門家の訪問・支援の仕組みが整備されている製造事業者と比べ、個別の支援を受ける機
会が少なかった商業事業者を対象に、中小企業診断士の資格を有する専門家が経営状況等の聞き取り調
査を行うとともに、経営相談や区の支援策の案内を実施する。
◆経営方針や経理状況を聞き、
　①区のアドバイザー・民間の専門家による経営相談事業の利用を勧奨
　②区の融資制度・店舗改装等の補助事業の活用を案内
　③国等の支援事業の活用案内
◆商店街や個店の活性化に意欲のある店主・ネットワーク作りの機会を求める店主に、
　①区が実施する、「街なか商店塾」「一店逸品運動」への参加を勧奨
　②区・国等が主催する、セミナー・研究会を紹介

活力ある地域経済づくり

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 05

01-02-98 商業事業者訪問支援事業

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 06-01-37 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 04 活気あふれる商店街づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅲ 産業革新都市

終期設定 26年度
開始年度 昭和 平成 26

経過

○平成18年度 「荒川区商業振興施策策定のための調査」実施
○平成25年度 「荒川区製造業実態調査」実施（経営支援課）
○平成26年度 「商業事業者訪問支援事業」実施

必要性

　区内商業事業者の経営実態を把握し、商業振興施策の立案・実施に活用するため、定期的に本調査を
実施する意義は高い。

実施
方法

3委託

荒川中小企業経営協会に委託する。
区は、調査項目・支援内容等を定め、適宜訪問調査に同行する。

27年度 28年度 29年度

‐ ‐ -
- - 3,169
- - 3,148

26年度

28年度 29年度実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
対象事業所 1,761

27年度

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 0 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

　

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 0 22 不明 0

指
　
　
　
　
標

指標に関する説明

0 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

休止・完了 継続

　本事業で得た基礎データを分析し、商業事業者に対する支援を継続し
て行う（本事業は4年ごとに実施予定）。

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　平成30年度に実施予定　実施なし

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　実施なし

行政費用合計(b) ‐ 0 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ 0

‐ 0

‐

0

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ 0

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 0

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 0


